
 

 

 

 

 

 

 

 第５９号議案 

 

 

幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 

 

  上記の議案を提出する。 

 

    令和２年１１月２４日 

 

                

 

提 出 者  文 京 区 教 育 委 員 会  

 

                 教 育 長  加藤 裕一 
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幼
稚
園
教
育
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例 

第
一
条 

幼
稚
園
教
育
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
二
年
三
月
文
京
区
条
例
第
二
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。 

 

第
二
十
七
条
第
二
項
本
文
中
「
六
月
」
の
下
に
「
及
び
十
二
月
」
を
加
え
、
「
、
十
二
月
に
支
給
す
る
場
合
に
お
い
て
は
百
分

の
百
二
十
」
を
削
り
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
六
月
」
の
下
に
「
及
び
十
二
月
」
を
加
え
、
「
、
十
二
月
に
支
給
す
る
場
合
に
お
い

て
は
百
分
の
百
」
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
、
「
百
分
の
百
二
十
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
七
十
」
と
」
、
「
、
十
二
月
に
支

給
す
る
場
合
に
お
い
て
は
百
分
の
百
」
及
び
「
、
十
二
月
に
支
給
す
る
場
合
に
お
い
て
は
百
分
の
六
十
」
を
削
る
。 

第
二
条 

幼
稚
園
教
育
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
二
十
七
条
第
二
項
本
文
中
「
及
び
十
二
月
」
を
削
り
、
「
百
分
の
百
十
五
」
を
「
百
分
の
百
十
二
・
五
、
十
二
月
に
支
給
す

る
場
合
に
お
い
て
は
百
分
の
百
十
七
・
五
」
に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
及
び
十
二
月
」
を
削
り
、
「
百
分
の
九
十
五
」
を
「
百

分
の
九
十
二
・
五
、
十
二
月
に
支
給
す
る
場
合
に
お
い
て
は
百
分
の
九
十
七
・
五
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
百
分
の
百
十
五
」

を
「
百
分
の
百
十
二
・
五
」
に
、
「
百
分
の
六
十
五
」
を
「
百
分
の
六
十
二
・
五
」
と
、
「
百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ
る
の
は

「
百
分
の
六
十
七
・
五
」
に
、
「
百
分
の
九
十
五
」
を
「
百
分
の
九
十
二
・
五
」
に
、
「
百
分
の
五
十
五
」
を
「
百
分
の
五
十
二
・

五
」
と
、
「
百
分
の
九
十
七
・
五
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
五
十
七
・
五
」
に
改
め
る
。 

  
 

 

付 

則 

こ
の
条
例
中
第
一
条
の
規
定
は
公
布
の
日
か
ら
、
第
二
条
の
規
定
は
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

  



 

6 

（
説 

 

明
） 

特
別
区
人
事
委
員
会
の
勧
告
に
伴
い
、
幼
稚
園
教
育
職
員
の
期
末
手
当
に
係
る
支
給
月
数
を
改
定
す
る
た
め
、
本
案
を
提
出
い
た

し
ま
す
。 



1/3 

幼稚園教育職員の給与に関する条例（平成十二年条例第二十七号）新旧対照表 

第一条による改正案（公布の日施行） 現行 

第一条～二十六条 （略） 第一条～二十六条 （略） 

（期末手当） （期末手当） 

第二十七条 （略） 第二十七条 （略） 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に、三月に支給する場合において

は百分の二十五、六月及び十二月に支給する場合においては百分の百

十五を乗じて得た額に、教育委員会規則で定める支給割合を乗じて得

た額とする。ただし、第十条の規定により管理職手当の支給を受ける

職員の期末手当の額は、職員の給与月額に、三月に支給する場合にお

いては百分の二十五、六月及び十二月に支給する場合においては百分

の九十五を乗じて得た額に、教育委員会規則で定める支給割合を乗じ

て得た額とする。 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に、三月に支給する場合において

は百分の二十五、六月に支給する場合においては百分の百十五、十二

月に支給する場合においては百分の百二十を乗じて得た額に、教育委

員会規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。ただし、第十条の

規定により管理職手当の支給を受ける職員の期末手当の額は、職員の

給与月額に、三月に支給する場合においては百分の二十五、六月に支

給する場合においては百分の九十五、十二月に支給する場合において

は百分の百を乗じて得た額に、教育委員会規則で定める支給割合を乗

じて得た額とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「百分の

二十五」とあるのは「百分の十」と、「百分の百十五」とあるのは「百

分の六十五」と、「百分の九十五」とあるのは「百分の五十五」とす

る。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「百分の

二十五」とあるのは「百分の十」と、「百分の百十五」とあるのは「百

分の六十五」と、「百分の百二十」とあるのは「百分の七十」と、「百

分の九十五、十二月に支給する場合においては百分の百」とあるのは

「百分の五十五、十二月に支給する場合においては百分の六十」とす

る。 

４～６ （略） ４～６ （略） 
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第二条による改正案（3.4.1施行） 第一条による改正後の条例案 

（期末手当） （期末手当） 

第二十七条 （略） 第二十七条 （略） 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に、三月に支給する場合において

は百分の二十五、六月に支給する場合においては百分の百十二・五、

十二月に支給する場合においては百分の百十七・五を乗じて得た額に、

教育委員会規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。ただし、第

十条の規定により管理職手当の支給を受ける職員の期末手当の額は、

職員の給与月額に、三月に支給する場合においては百分の二十五、六

月に支給する場合においては百分の九十二・五、十二月に支給する場

合においては百分の九十七・五を乗じて得た額に、教育委員会規則で

定める支給割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に、三月に支給する場合において

は百分の二十五、六月及び十二月に支給する場合においては百分の百

十五を乗じて得た額に、教育委員会規則で定める支給割合を乗じて得

た額とする。ただし、第十条の規定により管理職手当の支給を受ける

職員の期末手当の額は、職員の給与月額に、三月に支給する場合にお

いては百分の二十五、六月及び十二月に支給する場合においては百分

の九十五を乗じて得た額に、教育委員会規則で定める支給割合を乗じ

て得た額とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「百分の

二十五」とあるのは「百分の十」と、「百分の百十二・五」とあるの

は「百分の六十二・五」と、「百分の百十七・五」とあるのは「百分

の六十七・五」と、「百分の九十二・五」とあるのは「百分の五十二・

五」と、「百分の九十七・五」とあるのは「百分の五十七・五」とす

る。 

 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「百分の

二十五」とあるのは「百分の十」と、「百分の百十五」とあるのは「百

分の六十五」と、「百分の九十五」とあるのは「百分の五十五」とす

る。 

４～６ （略） ４～６ （略） 
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付 則（令和２年  月  日条例第  号）  

この条例中第一条の規定は公布の日から、第二条の規定は令和三年四

月一日から施行する。 
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